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国家公務員の総人件費に関する基本方針 

 

平成26年７月25日 

閣 議 決 定 

令和８年７月30日 

一 部 変 更 

 

国家公務員の総人件費については、以下の基本方針に基づき、関連する各制度について、

必要な見直しを行いつつ総合的に運用するものとする。 

 

１．基本的考え方 

(１) 内閣の重要政策に対応するため、幹部職員人事の一元管理、人事行政及び組織管理

を一体として行うことを通じ、府省の枠を超えた戦略的・機動的な人材配置の実現を目

指す。このため、人的資源及び人件費予算の効果的な配分を行う。 

 

(２) 厳しい財政事情に鑑み、職員構成の高齢化や雇用と年金の接続に伴う構造的な人件

費の増加を抑制するとともに、簡素で効率的な行政組織・体制を確立することにより、

総人件費の抑制を図る。 

 

(３) 行政ニーズの変化に対応した行政組織の不断の見直し、組織活力の向上や人材の確

保・育成、公務能率の向上に取り組み、コストパフォーマンスの高い政府の組織体制を

確立することで、人件費の生み出す価値を一層高める。 

 

(４) あわせて、総人件費に関連する各制度及びその運用状況について国民の理解を得る

よう努める。 

 

２．給与及び退職給付 

給与については、人事院勧告制度を尊重するとの基本姿勢に立ち、国政全般の観点か

ら検討を行った上で取扱いを決定する。 

また、職員の士気や組織活力の向上を図るとともに、国民の理解を得る観点から、地

域の民間賃金や60歳超を含む高齢層従業員の給与の実態も踏まえつつ、能力・実績の給

与への一層の反映や給与カーブの見直し等を推進する。 

さらに、退職給付（退職手当及び年金払い退職給付（使用者拠出分））について、官

民比較に基づき、概ね５年ごとに退職手当支給水準の見直しを行うことを通じて、官民

均衡を確保する。また、職員の年齢別構成を適正化し、組織活力の向上を図る観点から



 

2 

 

早期退職募集制度を活用する。 

 

３．機構・定員及び級別定数 

国の行政機関の機構管理については、行政ニーズの変化に的確に対応しつつ、簡素で

効率的な行政組織の確立を図るため、既存機構の合理的再編成を含め不断の見直しを行

い、内閣の重要政策に戦略的・機動的に対応するための機構配置・再編を図る。 

定員管理については、これまでの取組により主要先進国と比較してスリムな行政組織

となっているが、厳しい財政事情にも鑑み、ＩＣＴの活用などの業務改革を推進して定

員の合理化に強力に取り組むとともに、府省の枠にとらわれず定員の再配置を大胆に進

め、内閣の重要政策に迅速かつ的確に対応できる体制を構築する。 

級別定数及び指定職の号俸については、政府全体を通ずる国家公務員の人事管理にも

資するよう、内閣の重要政策に対応できる体制を機構・定員管理と一体となって実現す

る。その際、複雑・高度化、ＩＣＴの活用などの業務の変化に応じ、官職の職責を適切

に評価する。これらに当たり、適正な勤務条件の確保の観点からの人事院の意見を十分

に尊重する。 

 

４．人件費の生み出す価値の向上 

人件費の生み出す価値を一層高める観点から、①適切な退職管理の実施と有為な人材

の計画的な採用による組織活力向上、②人事交流の推進や研修等を通じた計画的な人材

育成、③人事評価の的確な実施とその結果の反映を通じた能力・実績主義に基づく人事

の推進、④女性の採用・登用の拡大と職員が働きやすい環境の整備、⑤意欲と能力を有

する高齢層職員の活用、⑥業務運営の見直しやマネジメントの改革を通じた働き方の改

革を推進する。 

 

５．その他 

内閣総理大臣は、上記の方針を踏まえ、毎年度、概算要求前に、人件費予算の配分の

方針を定めるものとする。 


